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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 25,377 64.1 2,488 ― 1,334 ― 1,372 ―
22年3月期第2四半期 15,463 △50.0 △2,670 ― △2,832 ― △2,551 ―

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 27.71 ―
22年3月期第2四半期 △51.52 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 77,897 24,853 29.8 468.57
22年3月期 72,767 23,848 30.6 449.54

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  23,199百万円 22年3月期  22,257百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  有  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想） ― 3.00 3.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 50,000 36.0 4,000 ― 2,500 ― 2,400 ― 48.47



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、 
業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

4.  その他 その他（詳細は、【添付資料】P.2「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 53,432,510株 22年3月期  53,432,510株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  3,920,825株 22年3月期  3,920,587株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 49,511,807株 22年3月期2Q 49,512,320株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国向けを中心とした輸出の増加により回復基調にありま

したが、個人消費や雇用情勢は依然として改善しておらず、また、円高及びデフレによる景気の下振れ懸念がくす

ぶり続けるなど、先行き不透明な状況で推移いたしました。 

 当社グループの主要な事業である工作機械事業におきましては、中華圏の設備投資需要に牽引される形で需給環

境は急速に改善しました。中華圏以外の日本や欧米地域では、金融危機以降低迷していた設備投資需要に回復の兆

しが現れ始めたものの、依然として本格的な需要回復にはいたっておらず、地域によって落差のあるまだら模様の

需要環境で推移しました。産業機械事業においてもLED製品向けの設備投資が堅調に推移しました。 

 このような経営環境の下、当社グループは、好調を維持する中国、台湾の設備投資需要を取りこぼすことのない

よう生産体制の強化に努めるとともに、同地域向けのコストパフォーマンスに優れた製品の開発にも注力いたしま

した。販売面におきましては米国で開催された世界的な工作機械の展示会「IMTS2010」に出展し、ユーザーの生産

性を向上させる自動化システム、環境負荷の低いリサイクル可能な消耗品を紹介し顧客の獲得に努めました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は前年同四半期比99億14百万円増の253億円77百万円（前年同

四半期比64.1%増）となりました。利益面では、営業利益は24億88百万円（前年同四半期は26億70百万円の営業損

失）、経常利益は13億34百万円（前年同四半期は28億32百万円の経常損失）、四半期純利益は13億72百万円（前年

同四半期は25億51百万円の四半期純損失）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 前連結会計年度末と比較して、資産は51億29百万円増加し、778億97百万円となりました。主な増加要因として

は、たな卸資産が31億77百万円、受取手形及び売掛金が26億59百万円増加したことなどがあげられます。  

 また、負債においては前連結会計年度末と比較して、41億24百万円増加し530億43百万円となりました。主な増

加要因としては、支払手形及び買掛金が40億15百万円増加したことなどがあげられます。 

 純資産においては前連結会計年度末と比較して、10億4百万円増加し248億53百万円となりました。主な増加要因

としては、四半期純利益13億72百万円などがあげられます。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第２四半期の業績を踏まえ平成22年５月18日公表の平成23年３月期通期業績予想につきましては、平成22年11

月８日開示の「業績予想の修正に関するお知らせ」において、売上高を500億円、営業利益を40億円、経常利益を

25億円、当期純利益を24億円に変更いたしました。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

（簡便な会計処理）  

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れる場合は、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

③法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によ

っております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以後に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

２．その他の情報



（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

 （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ４百万円減少し、税金等調整前四

半期純利益は１億59百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

１億99百万円であります。  

  

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月216日）、「研究開発費等に係

る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年

12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

②表示方法の変更    

 （四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。  

 前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却

益」は、特別利益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしまし

た。なお、前第２四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は15百万円であ

ります。 

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,277 15,817

受取手形及び売掛金 14,460 11,801

商品及び製品 5,040 4,690

仕掛品 4,835 4,160

原材料及び貯蔵品 6,898 4,745

その他 2,282 1,657

貸倒引当金 △686 △717

流動資産合計 49,108 42,156

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,717 18,880

機械装置及び運搬具 12,372 12,362

その他 11,043 11,365

減価償却累計額 △19,369 △18,821

有形固定資産合計 22,763 23,786

無形固定資産   

のれん 1,846 1,946

その他 767 797

無形固定資産合計 2,614 2,743

投資その他の資産   

その他 3,748 4,350

貸倒引当金 △337 △269

投資その他の資産合計 3,411 4,081

固定資産合計 28,789 30,611

資産合計 77,897 72,767



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,053 7,037

短期借入金 21,179 21,687

1年内返済予定の長期借入金 3,038 2,976

未払法人税等 292 188

引当金 656 560

その他 5,443 4,330

流動負債合計 41,664 36,781

固定負債   

社債 115 792

長期借入金 9,167 9,303

退職給付引当金 1,030 1,005

引当金 109 132

資産除去債務 199 －

その他 757 903

固定負債合計 11,379 12,137

負債合計 53,043 48,919

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,775 20,775

資本剰余金 5,879 6,949

利益剰余金 478 △1,990

自己株式 △2,135 △2,135

株主資本合計 24,997 23,599

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △11 33

為替換算調整勘定 △1,786 △1,375

評価・換算差額等合計 △1,798 △1,341

新株予約権 23 24

少数株主持分 1,629 1,566

純資産合計 24,853 23,848

負債純資産合計 77,897 72,767



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 15,463 25,377

売上原価 12,421 17,221

売上総利益 3,042 8,156

割賦販売未実現利益戻入額 3 1

割賦販売未実現利益繰入額 0 －

差引売上総利益 3,044 8,158

販売費及び一般管理費   

人件費 2,280 2,126

貸倒引当金繰入額 104 121

その他 3,330 3,422

販売費及び一般管理費合計 5,715 5,669

営業利益又は営業損失（△） △2,670 2,488

営業外収益   

受取利息 11 12

受取配当金 23 12

為替差益 145 －

デリバティブ評価益 122 15

その他 199 166

営業外収益合計 501 206

営業外費用   

支払利息 341 286

為替差損 － 953

シンジケートローン手数料 150 －

その他 171 120

営業外費用合計 663 1,360

経常利益又は経常損失（△） △2,832 1,334



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 － 54

貸倒引当金戻入額 231 21

その他 159 78

特別利益合計 391 155

特別損失   

のれん償却額 － 118

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 155

特別退職金 65 －

その他 66 70

特別損失合計 131 345

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△2,572 1,144

法人税、住民税及び事業税 44 217

過年度法人税等 △127 △477

法人税等調整額 153 △51

法人税等合計 69 △312

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,456

少数株主利益又は少数株主損失（△） △91 84

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,551 1,372



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△2,572 1,144

減価償却費 1,357 1,050

のれん償却額 219 218

貸倒引当金の増減額（△は減少） △204 67

受取利息及び受取配当金 △34 △25

支払利息 341 286

為替差損益（△は益） 44 550

売上債権の増減額（△は増加） 4,147 △3,324

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,648 △3,527

仕入債務の増減額（△は減少） △1,384 4,394

未払金の増減額（△は減少） △279 233

その他 △191 961

小計 4,094 2,030

利息及び配当金の受取額 34 24

利息の支払額 △340 △289

特別退職金の支払額 △65 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 567 △154

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,289 1,611

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 12 4

有形固定資産の取得による支出 △213 △339

有形固定資産の売却による収入 125 171

無形固定資産の取得による支出 △43 △66

無形固定資産の売却による収入 0 －

投資有価証券の取得による支出 △2 △1

投資有価証券の売却による収入 36 91

関係会社株式の取得による支出 △243 －

関係会社株式の売却による収入 8 －

関係会社出資金の払込による支出 △210 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △71

貸付けによる支出 △303 △8

貸付金の回収による収入 178 53

その他 117 93

投資活動によるキャッシュ・フロー △537 △72



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,857 △395

長期借入れによる収入 600 1,100

長期借入金の返済による支出 △1,433 △1,163

社債の償還による支出 △717 △217

少数株主からの払込みによる収入 253 0

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 － △0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △161 △196

その他 △150 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,465 △872

現金及び現金同等物に係る換算差額 40 △390

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,672 276

現金及び現金同等物の期首残高 18,693 15,804

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 189

現金及び現金同等物の四半期末残高 16,021 16,270



 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、製品・サービス別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「工作機械事業」において

は「日本」、「北・南米」（アメリカ）、「欧州」（ドイツ、イギリス）、「中華圏」（中国、台湾、中国香

港）、「その他アジア」（タイ、シンガポール、韓国）の５つを報告セグメントとし、「工作機械事業」以外

では、「産業機械事業」、「精密金型・精密成形事業」、「食品機械事業」、「要素技術事業」の４つを報告

セグメントとしております。 

 「工作機械事業」は、ＮＣ放電加工機ならびにマシニングセンタの開発・製造・販売を行っております。

「産業機械事業」は、プラスチック射出成形機の開発・製造・販売を行っております。「精密金型・精密成形

事業」は、プラスチック成形品等の開発・製造・販売を行っております。「食品機械事業」は、麺製造プラン

ト、製麺機等の開発・製造・販売を行っております。「要素技術事業」は、リニアモータ応用製品、金型生産

統合システム、セラミックス製品及びその関連機器などの開発・製造・販売を行っております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  （単位：百万円）

  

報告セグメント   

工作機械 

産業機械 日本 
（注）１ 

北・南米 欧州 中華圏
その他 
アジア

計 
調整額 

（注）２ 
工作機械 

計  

売上高                  

外部顧客への売上高  6,132  1,296 1,899 4,902 1,344 15,576  －  15,576 5,121

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 4,315  116 10 1,179 5,047 10,669  △10,543  125 18

計  10,448  1,412 1,910 6,081 6,391 26,245  △10,543  15,701 5,140

セグメント利益又は 

損失（△） 
 1,738  109 1 505 156 2,510  △0  2,509 285

  

報告セグメント 
その他 

（注）３ 
合計 

調整額 
（注）４ 

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注）５ 

精密金型・
精密成形 

食品 
機械  

要素 
技術  

報告 
セグメント

計 

売上高                 

外部顧客への売上高  1,908  1,462 1,235 25,304 73  25,377  － 25,377

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

 13  － 838 996 134  1,130  △1,130 －

計  1,921  1,462 2,074 26,300 207  26,508  △1,130 25,377

セグメント利益又は 

損失（△） 
 303  93 122 3,314 △20  3,294  △805 2,488



（注）１．「工作機械 日本」の区分には、日本国内における受注で海外（韓国、台湾、インド等）への販売分を

含んでおります。 

   ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△０百万円には、セグメント間取引消去△０百万円が含まれて

おります。 

   ３．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業、印刷事業等を

含んでおります。 

４．セグメント利益又は損失（△）の調整額△８億５百万円には、セグメント間取引消去５百万円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△８億11百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメ

ントに帰属しない本社機能に係る費用であります。 

５．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 該当事項はありません。  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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